
（令和元年７月 16 日公布、長野県条例第４号） 

１ 条例制定の趣旨 

平成 30 年４月１日に「主要農作物種子法」（昭和 27 年制定）が廃止されたため、本県

では「長野県主要農作物の種子生産に係る基本要綱」を制定し、これまでの種子供給シ

ステムを維持する体制を整備した。これにより、引き続き高品質な種子の確保と安定供

給に取り組んでいるが、今後も安定的な種子の生産体制が確保されるのか県民から不安

の声があることから、将来にわたって主要農作物等の種子の安定供給の仕組みをより確

実なものにするため条例を制定した。 

２ 条例の内容 

（１）目 的

主要農作物及び伝統野菜等（以下「主要農作物等」という。）の種子の生産等に関し、

基本理念を定め、県の責務等を明らかにするとともに、県が実施する施策その他必要

な事項を定めることにより、主要農作物等の優良な種子の安定的な供給を図り、もっ

て本県の主要農作物等の品質の確保及び安定的な生産に寄与することを目的とする。 

（２）定義（対象作物）

ア 主要農作物：稲、大麦、小麦、大豆及びそば

イ 伝統野菜等：信州の伝統野菜認定制度により認定された伝統野菜及び将来に向け

て種子生産を継続する必要がある在来品種のうち知事が認めたもの

（３）基本理念

主要農作物等の種子の生産は、優良な種子が主要農作物等の品質の確保及び安定的

な生産のために欠くことのできない重要なものであり、消費者への安全で安心できる

食料の安定的な供給に資するものであるという認識の下、県及び関係機関が連携して

行うものとする。

（４）県の責務及び種子管理団体等の役割

対象者 内 容

責

務
県

・主要農作物等の種子の生産に関する総合的かつ計画的な施策

を策定、実施

・種子管理団体、種子生産者、種子生産関係団体と連携

役

割

種 子 管 理団 体

（知事が指定）

・主要農作物の優良な種子の安定的な供給を行う

・主要農作物等の種子の保存に努める

種 子 生 産 者
・主要農作物等の種子の適正な栽培を行い、優良な種子の生産

に努める

種 子 生 産

関 係 団 体

・県が実施する主要農作物等の種子の生産に関する施策に協力

するとともに、種子生産者に対する支援に努める
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（５）主要農作物の種子の生産と安定供給 

   主要農作物の優良な種子の生産と安定的な供給を図るため、具体的な役割を以下の

とおり規定する。 

項 目 実施者 内 容 

ア 奨励品種の決定 県（知事） ・県内に普及すべき主要農作物として生産

を奨励する品種（奨励品種）を決定 

イ 種子計画※１の策定 種子管理団体 ・種子生産に関する計画を知事と協議して

策定 

ウ 原原種の生産等 県 ・原原種の生産、調達及び供給 

原種の生産等 種子管理団体 ・原種の生産、調達及び供給 

種子の調達等 種子管理団体 ・種子の調達、需給の調整及び備蓄 

エ 種子生産ほ場の届出 種子生産者 種子を生産するほ場を知事に届出 

オ 種子生産ほ場等の 

審査 

種子生産者 ・ほ場審査※２及び生産物審査※３の請求 

県（知事） ・ほ場審査※２及び生産物審査※３の実施 

審査証明書の交付 県（知事） ・審査の結果について審査証明書を交付 

※１ 種子計画：種子の需給見通し及び生産量のほか、種子生産に関し必要な事項を定めた計画 

※２ ほ場審査：栽培中の主要農作物の出穂、穂ぞろい、生育状況等についての審査 

※３ 生産物審査：種子の発芽の良否、不良な種子及び異物の混入状況等についての審査 

 

（６）主要農作物の種子の生産に係る支援 

  ア 県は、種子生産者及び種子生産関係団体に対して、優良な種子の生産のために必

要な助言及び指導を行う。 

  イ 県は、種子生産者の育成及び確保、採種の技術の継承並びに種子の生産の体制の

整備に必要な施策を講ずることにより、将来にわたって優良な種子が安定的に生産

できるようにする。 

 

（７）伝統野菜等の種子の生産等に係る支援 

   県は、伝統野菜等について、その生産を将来にわたって行うことができるようにす

るため、採種の技術の指導その他の種子の安定的な生産のために必要な施策を講ずる

とともに、品種の維持のための種子の保存に対する支援を行う。 

 

（８）財政上の措置 

   県は、主要農作物等の優良な種子の生産及び安定的な供給に関する施策を推進する

ため、必要な財政上の措置を講ずるよう努める。 

 

３ 施 行 

令和２年４月１日 
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長野県主要農作物及び伝統野菜等の種子に関する条例 

 

（令和元年７月 16 日公布、長野県条例第４号） 

 

（目的） 

第１条 この条例は、主要農作物及び伝統野菜等（以下「主要農作物等」という。）の種子

の生産等に関し、基本理念を定め、及び県の責務等を明らかにするとともに、県が実施

する施策その他必要な事項を定めることにより、主要農作物等の優良な種子の安定的な

供給を図り、もって本県の主要農作物等の品質の確保及び安定的な生産に寄与すること

を目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 (1) 主要農作物 稲、大麦、小麦、大豆及びそばをいう。 

 (2) 伝統野菜等 県内において伝統的に生産されている野菜その他の農作物の品種で

あって、当該品種の種子の生産を継続する必要があると知事が認めたものをいう。 

(3) 種子管理団体 第６条の規定により知事が指定する団体をいう。 

(4) 種子生産者 主要農作物又は伝統野菜等の種子を生産する者をいう。 

(5) 種子生産関係団体 主要農作物又は伝統野菜等の種子の生産に関係する団体をい

う。 

（基本理念） 

第３条 主要農作物等の種子の生産は、優良な種子が主要農作物等の品質の確保及び安定

的な生産のために欠くことのできない重要なものであるという認識の下に行われなけれ

ばならない。 

２ 主要農作物等の種子の生産は、他の品種との交雑及び種子の流通の国際化により種子

の供給が不安定になるおそれがあることに鑑み、優良な種子が消費者への安全で安心で

きる食料の安定的な供給に資するものであるという認識の下に行われなければならない。 

３ 主要農作物等の種子の生産は、県、種子管理団体、種子生産者及び種子生産関係団体

の相互の連携の下に行われなければならない。 

（県の責務） 

第４条 県は、前条に定める基本理念（次条において「基本理念」という。）にのっとり、

主要農作物等の種子の生産に関する総合的かつ計画的な施策を策定し、及び実施するも

のとする。 

２ 県は、前項の規定による施策の策定及び実施に当たっては、種子管理団体、種子生産

者及び種子生産関係団体と連携を図るものとする。 

（種子管理団体等の役割） 

第５条 種子管理団体は、基本理念にのっとり、主要農作物の優良な種子の安定的な供給

を行うものとする。 

２ 種子管理団体は、基本理念にのっとり、主要農作物等の種子の保存に努めるものとす

る。 
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３ 種子生産者は、基本理念にのっとり、主要農作物等の種子の適正な栽培を行い、優良

な種子の生産に努めるものとする。 

４ 種子生産関係団体は、基本理念にのっとり、県が実施する主要農作物等の種子の生産

に関する施策に協力するとともに、種子生産者に対する支援に努めるものとする。 

（種子管理団体の指定） 

第６条 知事は、第８条並びに第９条第２項及び第３項に規定する業務を適正かつ確実に

行うことができると認められる団体を種子管理団体として指定するものとする。 

（奨励品種の決定） 

第７条 知事は、県内に普及すべき主要農作物として生産を奨励する品種（以下「奨励品

種」という。）を決定するものとする。 

（種子計画の策定） 

第８条 種子管理団体の長は、毎年度、奨励品種の種子の生産に関する計画（以下「種子

計画」という。）を知事と協議して策定するものとする。 

２ 種子計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

 (1) 奨励品種の種子の需給の見通し 

 (2) 奨励品種の種子の生産量 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、奨励品種の種子の生産に関し必要な事項 

（主要農作物の原原種、原種及び種子の生産等） 

第９条 県は、種子計画に基づき、奨励品種の原種の生産に必要な原原種の生産、調達及

び供給を行うものとする。 

２ 種子管理団体は、種子計画に基づき、奨励品種の種子の生産に必要な原種の生産、調

達及び供給を行うものとする。 

３ 種子管理団体は、種子計画に基づき、奨励品種の種子の調達、需給の調整及び備蓄を

行うものとする。 

（種子生産ほ場の届出） 

第 10 条 種子生産者（第８条第１項に規定する種子計画に基づき主要農作物の種子を生産

する者に限る。次条及び第 12 条において同じ。）は、奨励品種の種子を生産するほ場（次

条第１項各号において「種子生産ほ場」という。）を知事に届け出なければならない。 

（ほ場審査及び生産物審査） 

第 11 条 種子生産者は、奨励品種の種子の品質を保つため、次に掲げる審査を受けなけれ

ばならない。 

 (1) ほ場審査（種子生産ほ場において栽培中の主要農作物の出穂、穂ぞろい、生育状況

等について知事が行う審査をいう。） 

(2) 生産物審査（種子生産ほ場において生産された主要農作物の種子の発芽の良否、不

良な種子及び異物の混入状況等について知事が行う審査をいう。） 

２ 前項各号に掲げる審査（以下この条において「審査」という。）は、種子生産者からの

請求により行うものとする。 

３ 知事は、前項の規定による請求があったときは、当該職員に審査を行わせるものとす

る。 

４ 審査の基準及び方法は、知事が定める。 
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５ 知事は、審査の結果について、審査証明書を交付するものとする。 

（主要農作物の種子の生産に係る支援） 

第 12 条 県は、種子生産者及び種子生産関係団体に対し、主要農作物の優良な種子の生産

のために必要な助言及び指導を行うものとする。 

２ 県は、次に掲げる事項について必要な施策を講ずるものとする。 

(1) 種子生産者の育成及び確保に関すること。 

(2) 奨励品種の採種の技術の継承に関すること。 

(3) 奨励品種の種子の生産の体制の整備に関すること。 

（伝統野菜等の種子の生産等に係る支援） 

第 13 条 県は、伝統野菜等について、その生産を将来にわたって行うことができるように

するため、採種の技術の指導その他の種子の安定的な生産のために必要な施策を講ずる

とともに、品種の維持のための種子の保存に対する支援を行うものとする。 

（財政上の措置） 

第 14 条 県は、主要農作物等の優良な種子の生産及び安定的な供給に関する施策を推進す

るため、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（補則） 

第 15 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、知事が定め

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に長野県主要農作物の種子生産に係る基本要綱（平成 30 年３月

30 日付け 29 農技第 596 号農政部長通知。次項において「基本要綱」という。）の規定に

基づき策定されている計画は、第８条第１項の規定により策定された種子計画とみなす。 

３ この条例の施行の際現にされている基本要綱の規定に基づく届出は、第 10 条の規定に

よる届出とみなす。 
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